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建設業許可を受けるための要件

建設業許可を受けるためには、下記の要件を満たしているかどうかで判断されます。
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1 経営業務の管理責任者が常勤していること

2 専任技術者を専任していること

3 請負契約に関して誠実性のあること

4 財産的基礎又は金銭的信用のあること

5 欠格要件に該当しないこと

• 建設業の経営業務について総合的に管理し、執行した
経験を有する者。

• 許可を受けようとする建設業について5年以上、許可を
受けようとする建設業以外については7年以上の経験が
必要。

• 具体的には、建設業者（許可の有無は問いません）
の取締役の経験、個人事業主の経験である。

• 実務経験10年以上

• 学歴＋実務経験5年（大学等の学歴の場合3年）以
上

• 国家資格者

（一般建築業許可）いずれかの要件に該当
• 自己資本500万円以上
• 資金調達能力500万円以上
• 直前5年間許可を受けて継続して営業した実績のある

こと

（特定建築業許可）すべてに該当
• 欠損比率20％以下
• 流動比率75％以上
• 資本金額2、000万円以上
• 自己資本4、000万円以上


